
「地域インフラ群再生戦略マネジメント」構築技術の
全国自治体への社会実装

令和８年４月
国土交通省

 実施する重点課題（特に該当するものには◎、そのほかで該当するものがあれば○（複数可）を記載）

 関連するSIP課題（該当するものに○を記載）

研究開発とSociety 5.0との橋渡しプログラム
programs for Bridging the gap between R&d and the IDeal society (society 5.0) and Generating Economic and social value
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令和８年度 研究開発等計画



＜① 解決すべき社会課題＞
・インフラ老朽化と人手不足が同時に進行していく中、維持管理体制の効率化や対策の優先度の設定など、限られた人員・予算で効率的なマネジメントを
進める必要性が一層高まっている。
・こうした中、国土交通省の施策面では、複数自治体のインフラや複数分野のインフラを「群」として捉えることで、効率的・効果的にマネジメントしていく取組
である「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」を推進している（R5年度より有識者検討会にて議論を開始し、R7.10には自治体職員向けの
「群マネの手引きVer.1（群マネ入門超百科）」を公表）。
・また、R7.1に発生した埼玉県八潮市における下水道管破損に起因するとされる道路陥没事故を受けて設置した有識者委員会から、R7.12に国土交通
大臣に提言が手交され、「新たなインフラマネジメントに向けた５つの道すじ」が示された。その具現化に向けて、社整審・交政審技術分科会の技術部会の
下に、新たに「インフラマネジメント戦略小委員会」が設置され、群マネの全国展開やその基盤として「見える化」の推進の重要性も一層高まっている。
・また、群マネの施策推進を支える技術開発面では、R5年度より、SIP第３期 課題「スマートインフラマネジメントシステムの構築」のサブ課題「e-2 EBPM
による地域インフラ群マネジメント構築に関する技術」において、膨大なインフラデータ（点検結果、補修履歴等）を用いて、「いつ、どのように補修」すると投
資効果が最大化するかを導き出す分析・シミュレーション技術等の研究開発が進められている。
・このように、群マネの社会実装に向けて、手引きの公表と分析技術の開発が着実に進められている一方、人員体制が脆弱な小規模自治体においては、そも
そも、こうした新たな施策や技術の導入を検討するためのノウハウやマンパワーさえも不足しているというジレンマに陥っており、全国自治体のインフラ老朽化問
題の解決に向けた大きな支障となっている。
・さらに、群マネの推進に当たっては、自治体間や部署間、事業者、市民とのコミュニケーションが必要となるが、調整が難航した際に突破できるか否かは、「イン
フラメンテナンスへの危機感」が共有できているかが鍵となり、SIPの研究成果を応用し、「見える化」技術の社会実装を後押しすることも有効と考えられる。
＜② 提案施策＞
 「群マネ導入をサポートする全国スキーム構築」
・ SIPで開発した「群マネ構築技術」の導入を支援する団体等を「群マネサポーター※」として公募・認定し、各ブロックの「サポート事務局」を通じて、派遣し、
群マネの実装に向けて伴走支援。 ※想定：大学、高専、県建設技術センター、行政職員（現役、OB）、民間コンサルタント会社等
・その際、事務局の負担軽減を目指して、「AIエージェントを活用した事務局機能」を開発・配備（自治体とサポーターのマッチング等） 。

 「インフラメンテナンスの見える化に向けたダッシュボード構築」
・SIPで活用したインフラデータを応用して、各自治体の老朽化状況等を市町村単位で「見える化」するダッシュボードを構築し、HPで公表。 

＜③ 成果の社会実装＞
・全国の各ブロック単位等で、「群マネ導入をサポートする全国スキーム」が構築されることで、小規模自治体を含め、全国自治体において群マネが本格導入
されることが期待される。
・併せて、「インフラメンテナンスの見える化に向けたダッシュボード」の公開により、インフラメンテナンスへの危機感の共有が促進され、全国自治体が群マネ導
入を検討する際の推進力となることが期待される。
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① 全体概要

１．社会実装に向けた施策・取組等の全体俯瞰

※「群マネサポーター」、「サポート事務局」は仮称



（１）２つの『見える化』の徹底

《管理者や担い手にとっての『見える化』》

《市民への『見える化』》

（２）２つの『メリハリ』が不可欠

《重点化する『メリハリ』》

《軽量化する『メリハリ』》

新たなインフラマネジメントに向けた５つの道すじ

出典：下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討会（第３次提言）

（３）現場（リアルワールド）
に『もっと光を』

（４）統合的『マネジメント』
体制の構築

（５ ）改革推進のための
『モーメンタム』
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１．社会実装に向けた施策・取組等の全体俯瞰
② 全体俯瞰図

① 解決すべき社会課題

＜② 提案施策＞ ＜③ 成果の社会実装＞

1997年 2024年1996年度 2024年度

１２.４
万人

9.1
万人

【市区町村の土木部門職員数】

直近約30年で

26％減少

【建設業従業者数】

直近約30年で

３０％減少

685
万人

477
万人

2023年 2040年

19万橋

（3７％）

39万橋

(７５％)

【建設後50年以上経過する
道路橋梁数】

2040年度には全体の

75％
※他に建設年度が不明の道路橋が

約21万橋（2023.3時点）

【市区町村の技術系職員数】

0人の市区町村の割合が

25％
※約半数は5人以下

6人以上
（53％）

0人
（25%）

1～5人
（22％）

出典：国土交通省道路局資料 出典：総務省「地方公共団体定員管理調査（令和6年度）」

出典：総務省「地方公共団体定員管理調査（令和6年度）」 出典：総務省「経済センサス‐活動調査（令和3年度）」

＜背景＞
インフラ老朽化と人手不足が同時に進行

＜施策面（群マネ）＞
複数自治体のインフラや複数分野のインフラを「群」として捉え、効率的・効果的
にマネジメントしていく「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」を推進。

＜技術開発面（群マネ構築技術）＞
SIP第３期にて、膨大なインフラデータ
（点検結果、補修履歴等）を用いて、「い
つ、どのように補修」すると投資効果が最大
化するかを導き出す分析・シミュレーション
技術等の研究開発を推進。

SIP第３期 課題
「スマートインフラマネジメントシステムの構築」

サブ課題 「e-2 EBPMによる地域インフラ群
マネジメント構築に関する技術」

限られた人員・予算で効率的なマネジメント
を進める必要性が一層高まっている

（維持管理体制の効率化や対策の優先度の設定等）

 「 群マネ」 ってなんだ？
 先行事例のひみつを大解剖
 明日からつかえるQ＆A付き

入門超百科群マネ

「 インフラ老朽化の脅威から、 われらのまちを守れるか？」

人手不足時代に束でたちむかう、

新たなヒーロー大集合

イラスト：国土交通省ウェブマガジン
「Grasp」寡黙なヒーロー

「群マネの手引き Ver.1」 公表（R7.10.14）

【テーマ①】「群マネ導入をサポートする全国スキーム構築」
・SIPで開発した「群マネ構築技術」の導入を支援する団体等を「群マ
ネサポーター」として公募・認定し、各ブロックの「サポート事務局」を
通じて、派遣し、群マネの実装に向けて伴走支援。
・その際、事務局の負担軽減を目指して、「AIエージェントを活用した
事務局機能」を開発・配備（自治体とサポーターのマッチング等）。

小規模自治体を含め、全国自治体に
おいて群マネが本格導入されることが期
待（全国の各ブロック単位等でスキーム
構築）

＜群マネの社会実装に向けた障壁＞

 人員体制が脆弱な小規模自治体にお
いては、そもそも、新たな施策や技術の
導入を検討するためのノウハウやマンパ
ワーさえも不足

 群マネの推進力として、自治体や事業
者、市民等が「インフラメンテナンスへの
危機感」を共有できるよう、「見える化」
技術の社会実装も必要

【テーマ②】 「インフラメンテナンスの見える化に向けたダッシュボード構築」
・SIPで活用したインフラデータを応用して、各自治体の老朽化状況等を
市町村単位で「見える化」するダッシュボードを構築し、HPで公表。

インフラメンテナンスへの危機感の共有
が促進され、全国自治体が群マネ導
入を検討する際の推進力となることが
期待

＜施策面（新たなインフラマネジメントに向けた５つの道すじ）＞
埼玉県八潮市における下水道管破損に起因するとされる道路陥没事故を受け
設置した有識者委員会から、国土交通大臣に提言を手交（R7.12.1）。

提言の具現化に向けて、「インフラマネジメント戦略小委員会」を設置 ⇒ 「群マネ」や「見える化」を推進

広域連携の群マネ

Ａ県

C町
etc…

Ｂ市 D村

Ａ市

Ｃ村Ｂ町

多分野連携の群マネ
Ａ市

etc…
道路 公園 上下水道河川 スケールメリットや創意工夫により、メンテナンス業務を効率化

人材育成、技術者連携の
ネットワーク化

技術者
の束

自治体の束

A市 B町

C村

発注者としての連携体制
（自治体間、部署間）

受注者としての連携体制
（JV、事業協同組合等）

事業者の束

建設会社

コンサルタント

IT会社

等

【 ３つの 束 】

群マネ施策の展開を後押しするインフラマネジメント技術
（分析、シミュレーション等）を開発

ｘ

群マネの手引きや構築技術は概成したものの、
それらを、自治体職員が理解して、

使いこなしていけるかが社会実装の課題
⇒あと一歩の後押しをBRIDGEで仕上げる

※「群マネサポーター」、「サポート事務局」は仮称



２．研究開発等の具体的な内容・社会実装の目標
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① 研究開発・社会実装の目標
テーマ①：「群マネ導入をサポートする全国スキーム構築」

• 群マネの社会実装に向けて、手引きの公表や分析技術の開発が着実に進められている一方、人員体制が脆弱な小規模自治体においては、そもそも、こう
した新たな施策や技術の導入を検討するためのノウハウやマンパワーさえも不足しているというジレンマに陥っており、全国自治体のインフラ老朽化問題の解
決に向けた大きな支障となっている。

• 全国の各ブロック単位等で、「群マネ導入をサポートする全国スキーム」が構築されることで、小規模自治体を含め、全国自治体において群マネが本格導入
されることを目指す。その際、事務局の負担軽減を目指して、「AIエージェントを活用した事務局機能」を開発・配備を進める。

② 研究開発等の具体的な内容

＜技術実装に向けて連携が想定される団体（イメージ）＞

インフラメンテナンス
国民会議

等

②派遣依頼

「サポート事務局」
⑤アドバイザーの
派遣（伴走支援）

>>>

産学官から公募・認定する自治体アドバイザー

「群マネサポーター」

自治体

①登録

③課題の
聞き取り

④マッチング、
派遣依頼

＜群マネ導入をサポートする全国スキーム（イメージ）＞

土木学会
（インフラメンテナン
ス総合委員会）

一般財団法人 高専インフラメ
ンテナンス人材育成推進機構
（KOSEN-REIM）

東北大学大学院
工学研究科
インフラ・マネジメン
ト研究センター

大阪大学大学院
工学研究科
サステイナブル・イン
フラ研究センター

各地方整備局
（自治体メンテ相談
窓口）

※「群マネサポーター」、「サポート事務局」は仮称

「群マネ構築技術」の導入を支援する団体等を
「群マネサポーター」として公募・認定

各ブロックの「サポート事務局」が
自治体からの要請を受けて、課題状況等を聞き取り

「群マネサポーター」 が自治体へ派遣され、
群マネの実装に向けて伴走支援

各ブロックの「サポート事務局」が
自治体と「群マネサポーター」をマッチング

自治体支援の流れ
全国の各ブロック単位（10想定）でスキームを構築
＊既存団体とも連携して、各ブロックに応じた体制を検討 ＜事務局機能＞

 自治体への課題聞き取り役
 自治体と「群マネサポーター」のマッチング
 派遣にかかる事前・事後の事務的調整
（日程調整、打合せ簿作成、経費精算、効果検証 等）

「AIエージェントを活用した事務局機能
支援システム」を開発・配備

事務局機能の想定とAIエージェント

事務局の負担軽減のために、AIエージェント等をフル活用

出典：株式会社
Rabiloo HP



２．研究開発等の具体的な内容・社会実装の目標
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• 群マネの推進に当たっては、自治体間や部署間、事業者、市民とのコミュニケーションが必要となるが、調整が難航した際に突破できるか否かは、「インフラ
メンテナンスへの危機感」が共有できているかが鍵となり、SIPの研究成果を応用し、「見える化」技術の社会実装を後押しすることも有効と考えられる。 

• 「インフラメンテナンスの見える化に向けたダッシュボード」の公開により、インフラメンテナンスへの危機感の共有が促進され、全国自治体が群マネ導入を検
討する際の推進力となることが期待される。

① 研究開発・社会実装の目標

② 研究開発等の具体的な内容

テーマ②： 「インフラメンテナンスの見える化に向けたダッシュボード構築」

インフラメンテナンスレポート（仮称） 【●●市】

保有するインフラの状況（数量、老朽化状況等）

取組ステータス

修繕措置率 新技術活用 国民会議の参加

包括的民間委託 ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・

自治体職員数
（土木部門）

建設業
事業所数

自治体職員数
（技術職）

建設業
従業者数

管理橋梁数 維持補修費

：人口が同規模自治体の平均値
（●～●万人）

（イメージ）

指標分析

道路延長 橋梁 トンネル ・・・ ・・・ ・・・

①インフラの量・質
②予算
③自治体の体制
◉ 技術系職員数
○ 土木部門職員数
○ 建設業従業者数

・・・

④事業者の体制
⑤メンテナンスの
取組状況

インフラメンテナンス見える化 全国マップ（仮称）

指標選択 全国マップ

（イメージ）

【技術系職員数】
０～５人未満

5～10人未満

10～30人未満

30～50人未満

50人以上

＜SIP第３期の研究開発＞
（サブ課題「e-2 EBPMによる

地域インフラ群マネジメント構築に関する技
術」）

＜インフラメンテナンスの見える化（イメージ）＞

SIPでの
インフラデータを応用して、

「見える化」の
ダッシュボードへ展開

【市町村別のデータを用いて、インフラメンテナンスに関する実態を見える化】
例：インフラの保有量・老朽化状況、メンテナンス予算、自治体の体制（技術職員数等）、
地元事業者の体制（地域建設業の従業者数等）、メンテナンスの取組状況 等

想定される
活用シーン

（例）

【他の自治体と比較したレーダーチャートやマップ】
• 自治体職員が群マネ導入を検討する際の判断材料
⇒近隣自治体の状況を踏まえた連携方策の検討 等
• 自治体職員が住民や庁内、議会等へ説明する資料
⇒予算要求や、インフラの集約撤去等の合意形成 等

⇒各自治体の職員や住民等へ、インフラメンテナンスに関する
 「危機意識の自分事化」を促進することで、群マネの導入を後押し



テーマ名 実施内容の概要
到達目標（KPI）

R8年度実施内容
到達目標（KPI）

R9年度実施内容
到達目標（KPI）

R10年度実施内容
到達目標（KPI）

①群マネ導入をサポートする
全国スキーム構築

・全国の各ブロック単位等で、
「群マネ導入をサポートする
全国スキーム」を構築

・「AIエージェントを活用した
事務局機能支援システム」
を全国運用

・既存団体へのヒアリング
・「群マネサポーター」の公募・
選定（第１弾ブロック）
・「AIエージェントを活用した
事務局機能支援システム」
の要件整理、プロト版作成

・群マネ導入のサポートスキー
ム構築、試行（第１弾ブ
ロック）
・「群マネサポーター」の公募・
選定（第２弾ブロック）
・「AIエージェントを活用した
事務局機能支援システム」
のプロト版の試験運用、検
証

・群マネ導入のサポートスキー
ムの本運用（第１弾ブロッ
ク）
・群マネ導入のサポートスキー
ム構築、試行（第２弾ブ
ロック）
・「AIエージェントを活用した
事務局機能支援システム」
の改良版作成、本運用

②インフラメンテナンスの見
える化に向けたダッシュボー
ド構築

・「インフラメンテナンスの見え
る化に向けたダッシュボード」
の本運用

・「インフラメンテナンスの見え
る化に向けたダッシュボード」
の要件整理、プロト版作成

・「インフラメンテナンスの見え
る化に向けたダッシュボード」
のプロト版の試験公開、検
証

・「インフラメンテナンスの見え
る化に向けたダッシュボード」
の改良版作成、本公開

３．年度別の実施内容・到達目標（KPI） 

6

【TRL（技術）：4-5】
【GRL（制度）：4-5】
【HRL（人材）：4-5】

【TRL（技術）：6】
【GRL（制度）：6】
【HRL（人材）：6】

【TRL（技術）：7】
【GRL（制度）：7】
【HRL（人材）：7】

【TRL（技術）：4-5】
【GRL（制度）：4-5】

【TRL（技術）：6】
【GRL（制度）：6】

【TRL（技術）：7】
【GRL（制度）：7】



テーマ名 R8年度 R9年度 R10年度

①群マネ導入をサポートする全国
スキーム構築

・全国スキーム構築の検討、調整

・AIエージェントを活用した事務局
機能支援システムの開発・配備

②インフラメンテナンスの見える化
に向けたダッシュボード構築

・ダッシュボードの構築

４．工程表 

7

既存団体へのヒアリング
（大学、高専、県建設技術セン

ター等）

「群マネサポーター」
の公募・選定

（第２弾ブロック）

群マネ導入のサポートスキームの
構築、試行（第２弾ブロック）

・ 「サポート事務局」の設置、運用
・運用等の課題整理 等

「群マネサポーター」
の公募・選定

（第１弾ブロック）

群マネ導入のサポートスキームの
構築、試行（第１弾ブロック）

・ 「サポート事務局」の設置、運用
・運用等の課題整理 等

群マネ導入のサポートスキームの
本運用（第１弾ブロック）

※「群マネサポーター」、「サポート事務局」は仮称

必要に応じて、
継続的に意見交換等

システムの
要件整理

システムの
プロト版の
作成

システムの改良版の
作成、本運用

システムのプロト版の
試験運用、検証

ダッシュボード
の要件整理

ダッシュボード
のプロト版の
作成

ダッシュボードの改良版の
作成、本公開

※データの種類や機能の拡充

ダッシュボードのプロト版の
試験公開、検証



内容
令和8年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
①群マネ導入をサポートする全国スキー
ム構築

・全国スキーム構築の検討、調整

・AIエージェントを活用した事務局機能
支援システムの開発・配備

②インフラメンテナンスの見える化
に向けたダッシュボード構築

・ダッシュボードの構築

４．工程表（令和８年度の詳細） 

8※「群マネサポーター」、「サポート事務局」は仮称

「群マネサポーター」の公募準備
（募集要領等） 選定公募実施 次年度のスキーム構築

に向けた調整

既存団体への
ヒアリング準備
（ヒアリング項目、
団体候補等）

既存団体への
ヒアリング実施 必要に応じて、追加ヒアリング

システムの要求事項の収集
（事務局機能として必要となる項目）

ダッシュボードの要求事項の収集
（掲載データの選定、ビューアー機能

の検討 等）

システムの
要件定義書
のドラフト作成

システムの
要件定義書
の確定

システムの
プロト版の作成

ダッシュボードの
要件定義書
のドラフト作成

ダッシュボードの
要件定義書
の確定

ダッシュボードの
プロト版の作成



５．実施体制及び実施者の役割分担

9

「群マネサポーター」
（公募により選定）

・自治体に対する「群マネ構築技術」の導入支援
※大学、高専、県建設技術センター、行政職員
（現役、OB）、民間コンサルタント会社等を想定

PD
国土交通省 総合政策局
公共事業企画調整課長

①群マネ導入をサポートする
全国スキーム構築

国土交通省 総合政策局
公共事業企画調整課

②インフラメンテナンスの見える化
に向けたダッシュボード構築
国土交通省 総合政策局
公共事業企画調整課

「サポート事務局」
（「群マネサポーター」の公募・選定後、調整）
・自治体への課題聞き取り役
・自治体と「群マネサポーター」のマッチング
・派遣にかかる事前・事後の事務的調整
※地方整備局、県等を想定

●●会社
（公募により業務実施者を選定）

・全国スキーム構築に向けた検討業務、運営補助
・「AIエージェントを活用した事務局機能支援シス
テム」の開発 等

●●会社
（公募により業務実施者を選定）

・インフラメンテナンスの見える化に向けたダッシュ
ボード構築の検討業務

地域インフラ群再生戦略マネジメント計画策定手法検討会
（座長：家田仁 政策研究大学院大学 特別教授）

SIP第３期 サブ課題
「e-2 EBPMによる地域インフラ群マネジメント構築に関する技術」

地域インフラ群再生戦略マネジメント実施手法検討会
（座長：小澤一雅 政策研究大学院大学 教授）

＊連携体制・関係施策

社整審・交政審技術分科会 技術部会
「インフラマネジメント戦略小委員会」

※「群マネサポーター」、「サポート事務局」は仮称



～R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度～

６．BRIDGE終了後の出口戦略

10

＜BRIDGE（R8～10年度）＞
①群マネ導入をサポートする全国スキーム構築
②インフラメンテナンスの見える化に向けたダッシュボード構築

＜出口戦略＞
全国自治体において、

群マネの本格導入を後押し

・全国の各ブロック単位等で、「群マネ導入をサポートする全国スキーム」が構築されることで、小規模自治体を含め、
全国自治体において群マネが本格導入されることが期待される。
・併せて、「インフラメンテナンスの見える化に向けたダッシュボード」の公開により、インフラメンテナンスへの危機感の
共有が促進され、全国自治体が群マネ導入を検討する際の推進力となることが期待される。

＜技術開発面（群マネ構築技術）＞
 SIP第３期サブ課題 「e-2 EBPMによる地域インフラ群マネジメント構築に関する技術」
（R5～9年度）

＜施策面（八潮関連：新たなインフラマネジメントに向けた５つの道すじ）＞
 国土交通大臣へ提言手交（R7.12）
 「インフラマネジメント戦略小委員会」の設置（R7.12～）

・・・

＜施策面（群マネ）＞
 群マネ検討会の設置（R5.8～）
 「群マネの手引き  Ver.1」の公表
（R7.10）

＜施策面（群マネ）＞
 手引きVer.1を用いた普及活動（自治体説明会等）
 既存事例が乏しいスキームを含めた更なる議論 ・・・



７．民間研究開発投資誘発効果及びマッチングファンドの見込み

① 民間研究開発投資誘発効果（財政支出の効率化）の見込み

② 民間からの貢献度（マッチングファンド）の見込み

（※本施策は公共財的性格が強い施策であることから、政策面での貢献として財政支出の効率化（コスト縮減効果）等を記載する）

全国自治体において、群マネが導入されることで、予防保全型のインフラメンテナンスへの転換が進むことで、事後保全と比較して、自治
体の財政支出の効率化が図られることが見込まれる。

• 自治体側としては、自治体職員の技術的な知見が補完されたり、住民対応や現場対応など直営
での対応時間が縮減されることで、インフラ管理者としての計画・マネジメントに注力できるように
なり、「予防保全型のメンテナンスサイクル」の構築が期待されます。

• 事業者側としては、維持管理業務が効率化され、収益性が向上することで、地域建設業の経営
安定化・体制確保につながり、「魅力的なメンテナンス産業」の確立が期待されます。

 必要なインフラを次世代に引き継ぎ、地域の将来像を実現

 地域の災害対応力を向上し、地域の安全・安心を実現

 インフラメンテナンスの社会的なプレゼンス向上

自治体職員の直営対応時間を縮減し、
インフラ管理者として計画・マネジメントに注力

維持管理業務の収益性を向上し、
地域建設業の経営安定化・体制確保

魅力的なメンテナンス産業
の確立へ

予防保全型の
メンテナンスサイクルの構築へ

 群マネによって目指す姿

・本事業に参画し、アドバイザーとして自治体を伴走支援する「群マネサポーター」からは、専門的な知見を有する人材やデータ提供
等の貢献を見込んでいる（10百万円×10ブロック＝100百万円に相当）。
・将来的には、群マネを導入する自治体が増加することで、民間コンサルタント会社等においても、「群マネ構築技術」の開発・改良
等の誘発効果が生じることも期待される。

出典：群マネの手引きVer.1（国土交通省）

約5.2兆円
約6.5兆円

約5割
縮減

2018年度 30年後（2048年度）

約12.3兆円

【将来の維持管理・更新費用の推計結果（2018年11月30日公表）】

※１ 国土交通省所管12分野（道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、空港、航路標識、公園、公営住宅、
官庁施設、観測施設）の国、都道府県、市町村、地方道路公社、（独）水資源機構、一部事務組合、港務局
が管理する施設を対象。

※２ 様々な仮定をおいた上で幅を持った値として推計したもの。グラフ及び表ではその最大値を記載。
※３ 推計値は不確定要因による増減が想定される。

事後保全 予防保全

30年間の合計
（2019～2048年度）

約280兆円事後保全

約190兆円予防保全

30年後（2048年度）の見通し 30年後（2048年度）の見通し（累計）

約3割
縮減

（参考）用語の定義

施設の機能や性能に不具合が生じる前に修繕等の対策を講じること。予防保全

施設の機能や性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。事後保全

約2.4倍

約1.3倍

参考：国土交通省所管分野における社会資本の将来の維持管理・更新費の推計

11※「群マネサポーター」は仮称
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